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土地利用の転換を伴う大規模な開発に際し、土地取引の動向を

把握し、適正な土地利用の誘導を行い、周辺住民に対しては

情報提供を図る制度を定めた条例です。
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Ⅱ 　 大規模土地開発事業の手続き
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本市では埋め立て地域を中心に商業施設用地、誘致施設用地、住宅用地等に区分した土地利用計画に沿って

開発が行われてきましたが、近年、土地の売買等を通じた二次開発により、当初とは異なる土地利用が行われ

る事例が生じていることから、今後も市民が安心して住み続けられる良好な市街地環境の維持保全が図られる

よう、適正に開発を誘導します。

●届出の対象

5,000㎡以上の土地に関する所有権等の権利を有する者が、権利の全部又は一部の移転又は設定（対価を得て

行われる場合に限る）を行う契約の締結をする場合、あらかじめ届出が必要です

●届出の時期

土地取引行為をしようとする日の３か月前まで

●届出者

土地権利者（譲渡人）

●標識の設置

届出の日から起算して14日以内に道路に面した場所に２箇所以上設置

●市民の意見

市は届出の内容をＨＰにて公開し、市民から意見を受け付け、土地権利者に伝えます

●指導・助言

届出の日から起算して３か月を限度として、土地権利者に対し指導及び助言を行う場合があります

（基本的には譲渡人に指導・助言し、譲受人に継承してもらいます）

〈指導や助言を行う場合の事例〉

・土地取引後、従前の建築物の用途から変更がある場合

・同一用途の建築物でも周辺への影響が大きいと考えられる場合（建築規模の拡大等）

大規模土地取引行為の届出（概要）

●届出の対象

5,000㎡以上の土地で大規模土地取引行為を伴わない宅地開発事業等であって、従前の建築物の用途の変更を

伴うものをしようとする場合、あらかじめ届出が必要です

●届出の時期

浦安市宅地開発事業等に関する条例第６条第２項に規定する事前協議申出書を提出しようとする日の３か月前

まで

●届出者

土地権利者

●標識の設置

届出の日から起算して14日以内に道路に面した場所に２箇所以上設置

●市民の意見

市は届出の内容をＨＰにて公開し、市民から意見を受け付け、土地権利者に伝えます

●指導・助言

届出の日から起算して３か月を限度として指導及び助言を行う場合があります

〈指導や助言を行う場合の事例〉

・従前の建築物の用途から変更がある場合（一旦、更地や駐車場にしていた場合も含む）

※土地取引の３か月前までに届出がなされなかった場合には、判明した時点で届出してもらい、宅地開発の事前

協議に先立ち、３か月を限度として指導及び助言を行う場合があります

※届出の内容に変更が生じた場合も、３か月を限度として指導及び助言を行う場合があります

※所定の手続きを行わない場合や虚偽の届出、指導・助言に従わない場合は勧告の対象となります

大規模土地開発事業の届出（概要）


